
自動車運転代行業の手続き 

 
 自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律（平成１３年法律第５７号。以下「法」と言いま
す。）は平成１４年６月１日に施行されました。自動車運転代行業各種手続きは次のとおりです。 
 
Ⅰ 資格要件 
  次の９つの要件のうち一つでも該当する項目がある場合は、自動車運転代行業を営むことは 
できません。 

 

１ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 
２ 拘禁刑以上の刑に処せられ、又は法の規定により、若しくは道路運送法若しくは道路交
通法の所定の規定に違反し、若しくは道路交通法の使用制限命令に違反して罰金の刑に処
せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して２年を経
過しない者 

３ 最近２年間に、法に基づく営業停止命令又は営業廃止命令に違反する行為をした者 
４ 集団的に、又は常習的に暴力的不法行為等を行うおそれがあると認めるに足りる相当な 
理由がある者 

５ 精神機能の障害により自動車運転代行業の業務を適正に実施するに当たって必要な認 
 知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者 
６ 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者 
７ 代行運転自動車の運行により生じた損害等に対する必要な損害賠償措置を講じない者 
８ 安全運転管理者等を選任しない者 
９ 法人でその役員のうちに上記１～５までのいずれかに該当する者があるもの 

 

 

Ⅱ 公安委員会の認定 
  自動車運転代行業を営もうとする者は、Ⅰ 資格要件 のいずれにも該当しないことについ 
て、公安委員会の認定を受けなければなりません。 

 
Ⅲ 認定の申請 
 １ 申請場所 
   主たる営業所（自動車運転代行業にかかる業務の中心となる営業所）の所在地を管轄する 
  警察署の交通（第一）課窓口 
   ※電子申請の場合は、滋賀県ホームページ上の「オンラインでの届出について」の欄にあり

ますリンクからｅ－ＧＯＶポータルサイトにて手続きをしてください。 
 ２ 受付時間 
   平日 午前８：３０～午後４：３０（年末年始を除く） 
 ３ 申請書の記載要領 
   別紙参照 
 ４ 申請書への添付書類 

個 人 の 場 合 法 人 の 場 合 

 

１ 住民票の写し（本籍が記載されたもの） 
 ※ 外国人にあっては、国籍が記載されたもの 
 
２ 心身の故障により自動車運転代行業の業
務を適正に実施することができない者に該
当しない者であることを誓約する書面 

 
３ 精神機能の障害に関する医師の診断書 

 

１ 法人の登記事項証明書 
  （株式会社、有限会社など） 
 
２ 定款又はこれに代わる書類 
 
３ 役員の名簿（氏名および住所が記載された 
もの） 
 



４ 未成年者にあっては、 
 ○ 民法で営業を許された未成年者の場合

は、未成年者の登記事項証明書 
 ○ 相続人である未成年者の場合は 
  ・ 運転代行業者の相続人であることを 
   法定代理人が誓約する書面 
  ・ 法定代理人に関する上記１から３の 
   書類 
 
５ 損害賠償措置が適切であることを証明す
る書類(注１) 

 
６ 安全運転管理者等の要件を備えているこ
とを証明する書類(注２) 
・ 住民票の写し（注３） 
・ 自動車の運転の管理に関する経歴を記載

した書面 
・ 公安委員会が行う教習を終了した者にあ

っては、教習修了証明書の写し 
・  公安委員会の認定を受けた者にあって
は、自動車運転管理認定書 

４ 役員の住民票の写し 
  （本籍が記載されたもの） 
 ※ 外国人にあっては、国籍が記載されたもの 
 
５ 役員に係る 
 ○ 心身の故障により自動車運転代行業の業 
  務を適正に実施することができない者に該 
  当しない者であることを誓約する書面 
 ○ 精神機能の障害に関する医師の診断書 

 ※ 役員全員の分を添付 
 
６ 損害賠償措置が適切であることを証明する
書類(注１) 

 
７ 安全運転管理者等の要件を備えていること
を証明する書類(注２) 
・ 住民票の写し（注３） 
・ 自動車の運転の管理に関する経歴を記載
した書面 

・ 公安委員会が行う教習を終了した者にあ
っては、教習修了証明書の写し 

・  公安委員会の認定を受けた者にあっては、
自動車運転管理認定書 

(注１) 以下の基準を満たしていることを証明する責任保険または責任共済の証券、約款の写し 
     ○顧客車に関する損害賠償の最低補償額 
       ・対人  → ８，０００万円以上(１人につき) 
       ・対物  →   ２００万円以上(１事故につき) 
       ・車両  →   ２００万円以上(１事故につき） 
   ※ 随伴用自動車の台数に応じて契約を締結する場合にあっては、全ての随伴用自動車の 
    台数分の契約を締結していなければなりません。 
 
(注２) 安全運転管理者（副安全運転管理者）の資格要件(安全運転管理者は営業所ごとに必要） 
      ○２０歳以上の者(副安全運転管理者を選任する場合は３０歳以上) 
      ○２年以上の運転管理の実務経験を有する者 
      ○過去２年以内に公安委員会の安全運転管理者等の解任命令を受けたことのない者 
      ○過去２年以内に次の違反行為をしたことのない者 
       ＊ひき逃げ、無免許運転、酒酔い運転、酒気帯び運転、麻薬等運転  
       ＊無免許運転にかかわる車両の提供・無免許運転の車両への同乗 
       ＊酒酔い・酒気帯び運転にかかわった車両・酒類の提供 
       ＊酒酔い・酒気帯び運転の車両への同乗 
       ＊酒酔い・酒気帯び運転、麻薬等運転、過労運転、無免許・無資格運転、 
        最高速度違反、積載制限違反、放置駐車違反の下命・容認 
       ＊自動車使用制限命令違反 
       ＊妨害運転 
 
（注３）住民票の写し 

安全運転管理者（副安全運転管理者）となる者が提示したマイナンバーカードにより 
   本人確認ができた場合は不要となります。 
 
Ⅳ 手数料 
１ 申請書及び添付書類に不備がなければ、認定にかかる審査手数料として１２，０００円（１ 
件につき）が必要となりますので、各警察署内の交通安全協会窓口で現金又はキャッシュレス
決済により支払いをしてください。 

２ 手数料を支払い後、現金の場合はレシートを、キャッシュレス決済の場合は控えを認定申請
書とともに各警察署交通（第一）課の受付窓口に提出してください。（レシートのみ返却しま
す。） 



３ ｅ－ＧＯＶポータルサイトによる電子申請での手数料支払い方法に関しては、主たる営業
所（自動車運転代行業にかかる業務の中心となる営業所）の所在地を管轄する警察署の交通（第
一）課窓口に問い合わせてください。 

４ 審査手数料は、不認定の場合でも返還できません。 
 

Ⅴ その他 
１ 認定、不認定の審査には、４５日の期間を要します。認定の場合は認定通知書を、不認定の 
場合は認定拒否通知書を申請者に交付します。 

２ 自動車運転代行業に関して必要な手続きとして、認定申請のほか、法第５条第１項各号に掲
げる事項に変更が生じた場合は、変更届出書を提出（変更があった日から１０日以内、登記簿
謄本を添付すべき場合は２０日以内）しなければなりません。 

３ 自動車運転代行業を廃止したとき、認定を受けた者が死亡したとき、法人が合併により消
滅した場合には、廃業等届出書を提出（廃止の事由が生じた日から１０日以内）しなければな
りません｡ 

４ 認定を受けられた事業者は、「標識・料金表・自動車運転代行業約款」を作成し、主たる営
業所の見やすい場所に掲示しなければなりません。 
さらに、標識・料金表・自動車運転代行業約款を事業者が管理するウェブサイトへ掲載し

なければなりません。（随伴用自動車の台数が１台の場合、又は事業者が管理するウェブサ
イトを有していない場合を除く。） 

 

 

 【自動車運転代行業に関する問い合わせ】 
  ○滋賀県警察本部 交通企画課 企画係 
   代表番号：０７７－５２２－１２３１(内線:５０２３) 
  ○各警察署 交通（第一）課 企画係 

 

 


